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にかかわらず、関税暫定措置法
施行令で求めている事項が記載
された社内帳簿等の利用を可能
とする。

| また、輸入後に税関が行う事
後確認の簡略化については、過
去の確認実績に応じて柔軟に実
施することとする（{の基本通
達改正にあわせ、運用面の措置
を行う）。

上記{|の措置については、航空
機製造業の重要性に鑑みた本免税
制度の趣旨を踏まえ、全国で実施
する。

港則法及び関税法
による水島港に寄
港する船舶の錨泊
地の利用基準の緩
和

関税法基本通達20`５を改正し、
積荷の準備等の都合により入港し
ようとする開港に近接する不開港
においてバース待ちをする必要が
ある場合（当該開港の港域が狭隘
であることにより当該不開港にお
いてバース待ちをすることがやむ
を得ないと認められる場合に限
る。）には、不開港出入の許可を不
要とすることを明示する。

関税法基本通達
20`５（平成24
年６月29日財関
第685号）

平成24年
７月１日
施行（措
置済）

財務省

ビジネスジェット
の使用手続簡略化

ジェネラルアビエーション（企
業・団体や個人が利用する自家用
機等）が東京国際空港（羽田空港）
を利用する場合、最長で10日間ま
で留め置くことができることとす
る。

「ジェネラルア
ビエーションに
よる東京国際空
港の利用につい
て」（平成24年６
月28日国空戦略
第25号）

平成24年
９月１日
施行（措
置済）

国土交通
省

※その他の空港については、各空
港の定める手続による。

例示基準に記載さ
れた使用可能鋼材
の拡大

水素スタンドで使用可能な鋼材に
ついて、水素が鋼材に与える影響
を考慮した安全な鋼材を一般高圧
ガス保安規則の機能性基準の運用
について（内規）等の例示基準に
例示し、使用可能鋼材を拡大した。

一般高圧ガス保
安規則の機能性
基準の運用につ
いて（内規）（平
成24年12月26日
付け20121204商
局第６号）

平成24年
12月26日

経済産業
省

コンビナート等
保安規則の機能
性基準の運用に
ついて（内規）
（平成 24年 12
月 26 日 付 け
20121204商局第
７号）

太陽光発電施設の
系統連系に係る迅
速な手続の明文化

再生可能エネルギー等の系統連系
協議に係る電力会社の標準処理期
間の短縮化等について、「系統情報
の公表の考え方」（平成24年12月資
源エネルギー庁）において整理す
るとともに、電力系統利用協議会
ルールへ反映（平成25年２月）。
具体的には、申請件数の大半を占
める発電出力50W未満の電源につ
いては新たに１ヶ月の標準処理期
間を定めた（発電出力50W以上
500W未満の太陽光等の電源につ
いては、現行３ヶ月となっている
ものを２ヶ月に短縮）。

一般社団法人電
力系統利用協議
会「電力系統利
用協議会ルー
ル」

平成25年
２月19日

経済産業
省

既存工場増築に関
わる建築規制の緩
和

既存不適格建築物について、増改
築部分が現行基準に適合し、既存
部分が現行基準に準ずる基準（耐
震診断基準等）に適合する場合等
には、既存部分の延べ面積の２分
の１を超える大規模な増改築を可
能とする。

建築基準法第86
条の７

平成24年
９月20日
施行（措
置済）

国土交通
省

建築基準法施行
令第137条の２

70MPa水素スタ
ンドに対応した技
術上の基準や例示
基準の整備

70MPa燃料電池自動車に水素を
充填するための圧縮水素スタンド
に係る技術基準を整備するため
に、省令等を改正し、市街地に70
MPa圧縮水素スタンドを建設す
ることを可能とした。

一般高圧ガス保
安規則（昭和41
年通商産業省令
第53号）

省令・告
示：平成
24年11月
26日

経済産業
省

コンビナート等
保安規則（昭和
61年通商産業省
令第88号）

内規：平
成24年12
月26日

製造施設の位
置、構造及び設
備並びに製造の
方法等に関する
技術基準の細目
を定める告示
（昭和50年通商
産業省告示第
291号）

一般高圧ガス保
安規則の機能性
基準の運用につ
いて（内規）（平
成24年12月26日
付け20121204商
局第６号）

コンビナート等
保安規則の機能
性基準の運用に
ついて（内規）
（平成 24年 12
月 26 日 付 け
20121204商局第
７号）
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